
 

（コラム）「日越防衛装備品・技術移転協定」締結と知られざる日本製揚陸艇 

 

２０２１年９月１１日、岸防衛大臣はベトナムを訪問し、同国国防相ファン・

ヴァン・ザン陸軍上将と会談し、日越防衛協力が「新たな段階」に入ったことを

確認した。同日、山田滝雄在ベトナム大使とホアン・スアン・チェン国防次官が

防衛装備品の輸出を可能とする「防衛装備品・技術移転協定」に署名し、即日発

効した1。我が国は、「防衛装備品・技術移転協定」をアメリカなど１０か国と締

結しており、ベトナムはインドネシアに続き１１か国目の締結国となる2。 

本協定の締結により、今後、日本からベトナムに対する具体的な装備移転実現

のための協議が進展すると見込まれる。 

２０１４年に防衛装備移転三原則が制定された以降、２０２０年にフィリピ

ンへの警戒管制レーダーの移転が合意されたものの、移転の実現事例は未だ少

ない3。ましてや、防衛装備移転三原則制定以前に他国軍に供する装備が日本企

業から輸出された事例があった事実は、一般にはほとんど知られていないと言

ってもよいだろう。 

だが、過去、日本企業から他国軍に供する装備の輸出事例はいくつかある。本

項では、１９７５年の南北ベトナム統一以前に南ベトナム海軍で使用された、知

られざる日本製揚陸艇について紹介したい。 

米国の対外軍事援助には、米国外において援助対象装備品を調達する域外調

達（ＯＳＰ）という枠組みがあり、草創期の海上自衛隊にもＯＳＰによる援助が

行われた4。海上自衛隊のＯＳＰ対象艦艇としては、初代「あきづき」、「てるづ

き」が最大であったが、この他に、石川島重工業が建造した６隻のＬＣＵ、日本

鋼管鶴見造船所が建造した５２隻のＬＣＭがＯＳＰを適用し海上自衛隊に供与

されている5。 

ＯＳＰは、米国予算によって行われる対象国への援助である。従って、原則的

には米国政府と他国企業が直接契約し、完成後は米軍籍に編入された上で米軍
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から援助対象国に引き渡される仕組みとなっていた6。日本企業が建造したＯＳ

Ｐ適用艦艇についても、設計から艤装まで日本政府の手で行われた「あきづき」、

「てるづき」を除き、米国政府と日本企業が直接契約を締結していた。これらは

完成後、日本企業から在日米海軍に引き渡され、米海軍籍に編入された上で米海

軍から海上自衛隊を含むアジア地域の援助対象国海軍に供与されている7。 

 

ＬＣＵ（ＬＣＵ－２００６）   ＬＣＭ（ＬＣＭ－１０１２） 

 

（出典：世界の艦船増刊 海上自衛隊全艦艇史） 

 

ＯＳＰを適用し日本企業が建造したものとして、米海軍中型揚陸艇ＬＣＵ－

１４４６級１４隻があり、石川島重工業（建造数９隻、うち６隻は前述のとおり

海上自衛隊向け）、浦賀船渠（建造数５隻）の２社が受注している8。なお、ＬＣ

Ｕ－１４４６級の要目は、満載排水量３６０ｔ、速力８ノットであり、中戦車３

両の搭載能力を持っていた9。 

浦賀船渠が建造した５隻は１９５４年６月に在日米海軍に引き渡されており、

このうち、ＬＣＵ－１５９４、１５９５の２隻が１９５５年にインドシナ駐留フ

ランス海軍に供与され、同年の南ベトナム独立に伴い翌１９５６年に南ベトナ

                                                   
6 第 26 回国会参議院内閣委員会議事録第 21 号（32.4.16）北島武雄政府委員答弁。 
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ム海軍に再供与されている10。 

海上自衛隊向けＬＣＵは長期間活躍し、６隻のうち最も長命であったＬＣＵ

－２００４は敷設船ＹＡＬ－０３に用途変更され、最終的に平成４年６月まで

在籍した11。 

米海軍から南ベトナム海軍に供与されたＬＣＵは、浦賀船渠製の２隻を含む

１９隻であった12。これらのＬＣＵのうち、１９７５年の南北ベトナム統一後、

７隻がベトナム海軍に編入されたが、これらの中に浦賀船渠製の２隻が含まれ

ていたかは定かではない13。これらベトナム海軍に編入されたＬＣＵは２０２０

年にも５隻が残存してる14。 

 

南ベトナム海軍のＬＣＵ（ＨＱ－５３８、浦賀船渠製旧米ＬＣＵ―１５９５） 

 

（出典：Jane`s Fighting Ship 1974-75） 

 

前述の日越防衛相会談において、両大臣は「日越防衛装備品・技術移転協定」

が署名に至ったことを歓迎し、今後、艦艇分野を含め、具体的な装備移転の実現

に向けて協議を加速化していくことで一致した15。 

我が国からベトナムに対する能力構築支援は、海上法執行能力分野が先行し

ており、既に巡視船艇用中古船舶７隻が引き渡されたほか、６隻の新造供与が進
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められるなど、着実に実績を重ねている16。 

 

ベトナムに供与された巡視船（ＣＳＢ－６００１、旧水産庁漁業取締船） 

 

（出展：在ベトナム日本国大使館ＨＰ、Jane`s Fighting Ship 2020-21） 

 

防衛分野では、２０１２年以降、潜水医学等の能力構築支援による交流が図ら

れているほか、海上自衛隊とベトナム海軍艦艇の相互寄港や親善訓練も行われ

ている17。 

今回の「防衛装備品・技術移転協定」の締結による防衛装備品移転の実現によ

り、官民を通じた防衛分野における日本とベトナム間の交流の更なる深化が望

まれる。 

 

（幹部学校運用研究部ロジスティクス研究室 石原明徳） 

（本コラムに示された見解は、幹部学校における研究の一環として発表する執

筆者個人のものであり、防衛省、海上自衛隊の見解を表すものではありません。） 
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